
 

 



Ⅰ アフリカにおけるスタートアップ

2022 年 2 月のロシアによるウクライナ侵攻

もあり，食品やエネルギー価格が上昇し，世界

の投資に減退傾向がみられるなか，アフリカの

スタートアップもその影響を大きく受けてい

る。米国パーテック・パートナーズの報告1)

（以降，Partech, 2024）によると，2023 年にお

けるスタートップのディール件数（前年比

28％減），資金調達総額（46％減）はいずれも

大きく減少している（図 1，2）。こうした外

部環境も含めて，スタートアップは，かならず

しも成長が約束されているものではないが，こ

れまでにナイジェリアの Jumia（E コマース）

や，Opay，Interswich（いずれも決済・送金）

のようにユニコーンに成長したスタータップが

アフリカにも誕生してきた。その誕生の背景に

は，携帯電話とインターネットの普及が大きく

貢献している。フィンテックや，Eコマースは

まさにそうしたインフラが不可欠だからだ。イ

ンフラ環境に目を向けると，当然ながら国の特

徴が見えてくる。アフリカは 54 か国あるが，

ひとくくりにはできない多様性も持ち合わせて
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スタートアップの現状

アフリカビッグ 4 と呼ばれる，南アフリカ，ナイジェリア，ケニア，エジプト 4 か国におけるスタート

アップのエコシステムは，それぞれ独自の特徴と課題を持っている。南アフリカには成熟したエコシステムが

あり，国内に優秀な高等教育があるのが特徴だ。スタートアップのエグジット成功率が高く，フィンテック分

野が強いが，電力不足などの課題がある。ケニアは「イノベーションの実験場」として知られているが，近年

は多くのスタートアップが廃業に追い込まれている。それでも，3Dプリンター住宅や電動バスなど新しい分

野への投資が続いている。エジプトは，中東湾岸諸国との繋がりが強く，特にUAEやサウジアラビアからの

資金調達が大きい。経済不況下ではあるが，豊富な IT 人材を活かした技術開発とサブサハラへの進出が進ん

でいる。ナイジェリアは巨大な人口を背景にスタートアップのスケールアップが期待できるが，通貨下落やイ

ンフレなどのマクロ経済にも課題がある。スタートアップにおいても成長著しいフィンテックだが，それ以外

にも分野は多様化してきている。各国はそれぞれの強みと課題を持ちながら，スタートアップのエコシステム

の発展を目指している。



いる。人口規模，年齢層，教育，言語や文化的

なつながりもスタートアップの発展に影響を与

えている。また，直近のスタートアップの分野

は，フィンテックの比率が下がり，多様化して

きている（図3）。

そうした観点から，国ごとにスタートアップ
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を用いてジェトロ作成

図1 アフリカスタートアップ投資先国別資金調達額

（百万米ドル）(2021-2023)

（出所）Partech, 2023 Africa Tech Venture Capital のデータ

を用いてジェトロ作成

図2 アフリカスタートアップ投資先国別ディール数

(2021-2023)

（出所）Partech, 2023 Africa Tech Venture Capital のデータを用いてジェトロ作成

図3 Equity 調達金額ベースセクター別割合（2021-2023）



をはぐくむエコシステム（生態系）を見ていく

と，その国のスタートアップの特徴の一端も見

えてくる。アフリカ向けスタートアップ投資額

の 8割が南アフリカ，ナイジェリア，ケニア，

エジプトに集中しており，それらの国々はビッ

グ 4 と呼ばれている。ジェトロはアフリカに 9

か所事務所があるなか，今回の寄稿機会を得

て，4 事務所の駐在員が中心となり，現地の視

点でエコシステムを紹介する。筆者もナイジェ

リアに駐在するまでは，まさか，ナイジェリア

がスタートアップの盛んな国だとは認識してい

なかった。外貨不足，通貨安やインフレーショ

ンによる厳しい経済状況が続いているが，ス

タートアップが息づく背景は，共通項もあれば

違いもある。本稿でそうした一面を捉えること

で，皆様のアフリカ理解とビジネスの一助にな

れば幸いである。

Ⅱ 南アフリカ：スタートアップ向け投資

の下降期に強さを示す，頭脳流出・海外

からの資金呼込みに課題も

南アフリカのスタートアップ・エコシステム

は，アフリカ内で成熟したエコシステムの一つ

だ。2023 年の南アフリカの投資額は前年比

34％減の 5億 4,900 万ドルでアフリカ最大規模

となり，投資件数はナイジェリアに次いでアフ

リカで 2番目の 83 件だった（Partech, 2024）。

また，投資の内訳を見ると，事業ステージ中期

のシリーズ B 投資が 4 件あった。他のアフリ

カ各国では事業ステージ早期への投資が中心と

なっているため，ステージ中期への投資は明ら

かな違いとなっている2)。

南アフリカのエコシステムの特徴として，ス

タートアップのエグジットの成功率が「ビッグ

4」の中で最も高いことが知られている。ナイ

ジェリア，ケニアよりも南アフリカの投資件数

は少ないものの，エグジット数が多いため成功

率が高くなっており，南アフリカはアフリカの

テック分野で 3分の 1以上のエグジットを占め

ると言われている3)。エグジット数の多さの背

景には，南アフリカの大企業あるいはグローバ

ル企業とつながる機会が多いことが挙げられ

る。南アフリカのエコシステムはグローバル市

場へのゲートウェイとしての機能も有する。

2023 年に資金調達した南アフリカのスタート

アップを業種別に見ると，フィンテックの20％

を筆頭に，デジタルヘルス13.2％，エドテック

8.3％，アグリテック，AI/IoT，エネルギーが

それぞれ 6.7％と続き，比較的業種のバランス

が取れた構成になっている。ただし，投資額を

見るとフィンテックが全体の資金調達額の

40.2％を占め，運輸の 21.7％，エネルギーの

13.1％と続く4)。

もう一つの特徴として，優れた人材を輩出す

る高等教育が挙げられる。ケープタウン大学，

ステレンボシュ大学，ウィットウォーターズラ

ンド大学など南アフリカのトップクラスの大学

の工学系大学院あるいはビジネススクールの卒

業生らがスタートアップの創業者とビジネスを

立ち上げる道を選ぶ傾向がある5)。例えば，ス

テレンボシュ大学発のスタートアップである

CubeSpace は，米国航空宇宙局（NASA）向

けに人工衛星や月面探査機に使われる部品を提

供する6)。ナイジェリア，ケニアでは，欧米の

大学を卒業後に起業する例が多く見られるが，

南アフリカでは国内の大学を卒業後に起業する

事例が非常に多い7)。また，国内大手企業であ

る Telkom, First National Bank，NedBank な

どがイノベーションを促進するためのスタート

アップ向け支援プログラムを提供しており，大
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手企業に支えられた民間主導のエコシステムで

あることも特徴の一つとなっている8)。

南アフリカのエコシステムのハブは，ケープ

タウンとヨハネスブルグだ。ケープタウンは，

同国のテクノロジーハブとして知られ，起業

家，開発者，投資家のコミュニティを形成し，

シリコンケープとも呼ばれる。また，ケープタ

ウン大学がアフリカのテックスタートアップで

最も多くの CEO を輩出しており，スタート

アップ教育，インキュベーション，スタート

アップ・エコシステムのネットワークへのアク

セスという点において秀でている9)。例えば，

ケープタウン大学出身の CEO が起業したス

タートアップとして，中小企業向けデジタル決

済サービスに特化したフィンテック企業の

Yoco，モバイル営業管理サービスを提供する

リテールテック企業の Skynamo などが挙げら

れる。ヨハネスブルグは，国内最大の都市かつ

金融の中心地であり，アフリカ最大の証券取引

所を有していることから，フィンテックを中心

としてケープタウンと並ぶスタートアップ・エ

コシステムを築いている。

南アフリカのスタートアップ・エコシステム

の課題は汚職や電力不足などの不十分なインフ

ラによるエコシステムの発展の遅れと，若年層

の高い失業率から，海外のスタートアップ等へ

の頭脳流出だ。頭脳流出を抑えるため，国家

ユース育成局（National Youth Development

Agency）や小規模企業者振興局（Small Enter-

prise Development Agency）が補助金，融資

また金銭面以外の各種サポートを提供してい

る。更に，スタートアップ・エコシステム関係

者が連携し，南アフリカのスタートアップ法

（Startup Act）の制定に向けた取り組みが進

む10)。この取り組みは南アフリカの金融規制

を緩和し，スタートアップが海外のベンチャー

キャピタル（VC）からの資金調達をしやすく

なるように環境整備を行う目的がある。南アフ

リカのVCの資金規模は限られ，急成長するス

タートアップの事業拡大を支えるためには，国

外のVCから投資を増やすことが求められてい

る11)。

Ⅲ ケニア：収益性のないプレイヤーの廃

業続くも「イノベーションの実験場」の

地位は健在

ケニアはイノベーションの実験場としてス

タートアップへの投資を集めてきたが，近年ケ

ニアスタートアップの廃業，会社清算が止まら

ない。2024 年には，存続 10 年以上，累計調達

額 1億米ドル以上のスタートアップが立て続け

に会社清算を開始した。廃業した理由として，

農業データ事業を行うGro Intelligence は「サー

ビスの市場適合性の問題」12)，農村部中低所得

層向け E コマースプロバイダー Copia Global

は「低収益性」13)，農業資材・肥料プラット

フォーマー iProcure は「農業資材の高騰，市

場適合性の問題」14) を挙げている。この 3 社

はここ 10 年，資金調達でも存在感を発揮し，ケ

ニア，アフリカでも最も知名度のあるスタート

アップだった。2023 年には，小口物流 Sendy

は「交通，物流コスト高を価格反映できず」，

農業物流プラットフォーム TeigaFoods は「物

流コストの圧迫で売り上げ減少」を理由に事業

清算に追い込まれている。その他，Zumi（ア

パレル B2B 向け Eコマース），KOMAZA（林

業流通プラットフォーム），Marketforce（B2B

向け E コマース）が廃業，ケニア市場から撤

退を余儀なくされた。

廃業の理由として共通していることは，「儲
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けられなかった」ということである。スタート

アップにおいては技術や市場成長といった複数

要素への期待から，資金調達が実施されるから

である。

しかし，2023 年の世界的なスタートアップ・

エコシステムの不況の中では，ケニアにおいて

も十分な資金調達は実施できなかった。ケニア

におけるVCによる投資件数・金額はともに減

少し，投資件数は 67 件，投資金額は 3億 3,500

万ドルであった。過去最高を記録した 2022 年

と比較すると，件数は 35％，金額は 55％減少

した（Partech, 2024）。

さらに，2023 年ケニアの小売業界を取り巻

く環境は悪かった。消費者物価指数（CPI）上

昇率は各月前年同月比 6.6-9.2％を記録，食

品・飲料については CPI より高く，6 月には

10.3％を記録，年間通じて 8％前後であった。

交通費について 2023 年 7-11 月には毎月前年同

期比 13％以上であった。ガソリン代も 2022 年

1 月には 129.72KES であったが，上昇を続け

2023 年 11 月には過去最高水準の 217.39KES

に到達，高騰を続けた。

Eコマース，物流企業のスタートアップはこ

のケニアの経済状況の影響を大きく受け，コス

ト高，売上減少，利益率が低くなった。

Copia Global の会長兼創業者Tracey Turner

氏や，ケニア市場から撤退を発表した食品配送

ビジネス「Jumia Foods」財務 EVP Antoine

Maillet-Mezeray 氏は口をそろえて「健全なユ

ニットエコノミクスを実証すること」が重要で

あると述べている15)。つまり，一定の経済領

域の中でいかに黒字化することが肝心だという

ことである。投資家は収益性を重視し，スター

トアップは自分で稼げないと生き残れない時代

となったという見方ができる。

しかし依然として，2023 年 VC によるケニ

アスタートアップへの投資を分野別にみると，

最も大きかった分野は E コマース等であった

（Partech, 2024）。廃業したスタートアップを

見ると，ただVCからの出資額の大きさがマー

ケットの順調さを示しているわけではないこと

を認識しなければならない。その投資には，救

済，延命的な意味もある。

一方，イノベーションの実験場としての地位

は健在である。3D プリンターを使用した住宅

建設を行う 14trees はナイロビ郊外にモデルハ

ウスを構え，沿岸部のキリフィにて 52 戸の建

設プロジェクトを進めている16)。EV 業界で

も，2024 年 3 月には Roam が電動バス・バイ

クの生産拡大のため 2,400 万米ドルを調達した

ことを発表。電動バス会社 BasiGo も，生産拡

大のため CFAO グループから 300 万ドルを調

達したことを発表した。加えて，電動二輪に関

係する企業は 16 社存在している17)。テクノロ

ジー分野では，半導体製造を行う Semicon-

ductor Technologies Ltd. も活発である18)。

現在のマクロ状況，投資環境ではケニアエコ

システムを一概に理解，分析することは難し

い。スタートアップが技術だけで生き残れる時

代は終わり，マネタイズできないと生き残れな

い時代になっている。それぞれの組織の観点，

目的を持って，どのセクター（分野）で，どの

ような技術をもって，商売を行っているかをマ

クロの視点で分析することが重要となる。

Ⅳ エジプト：湾岸との結びつきが特徴，

サブサハラへの進出も

エジプトのエコシステムの特徴は，アラブ首

長国連邦（UAE），サウジアラビアなど湾岸諸
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国との繋がりだ。エジプトは中東・北アフリカ

（MENA）地域有数の VC 兼アクセラレーター

Flat6Labs をはじめ，Algebra Ventures，Cairo

Angels など地場に有力投資家を有するが，こ

れらの投資家はアーリーステージ投資を主にし

ており，1 件当たりの投資額は大きくない。つ

まりエジプトのスタートアップがスケールアッ

プするためには，海外から資金調達を受けるこ

とが必要となる。

エジプトのスタートアップにとって，資金調

達先として有力なのが湾岸諸国だ。500 Global

や Y Combinator など米国の有力ファンドが金

利上昇などの影響で新興国への出資を減らす

中，資源輸出に支えられた湾岸諸国のファンド

が存在感を高めている。例えば，消費者向けデ

ジタル金融プラットフォームを運営するMNT-

Halan は 2023 年 2 月，アブダビの Chimera

Investments から 2億ドルの出資を受け19)，ユ

ニコーン企業となった。2024 年にもグループ

購買プラットフォームの Waffarha，広告ソ

リューションを提供する dKilo などがサウジア

ラビアのファンドからそれぞれ数百万ドル規模

の資金を調達している20)21)。

エジプトの経済不況も，スタートアップの湾

岸志向に拍車をかけている。2022 年 2 月のロ

シアによるウクライナ侵攻開始以降，主要輸入

品目である小麦や燃料の価格が高騰し，エジプ

トは深刻な外貨不足に悩まされてきた。政府は

輸入決済など外貨送金を制限し，インフレ率は

上昇，スタートアップを含むあらゆる企業が多

大な影響を受けた。外貨不足の状況は UAE か

らの大型投資や IMF などからの支援によって

改善しつつあるが，エジプト政府は IMF の経

済改革案を受けて 2024 年 3 月に大幅な通貨切

り下げを実施，エジプト・ポンドの対ドル価値

は約 38％下落した。エジプト国内で収益を上

げても，ドル換算で営業成績が上がっていなけ

れば投資家に評価されないため，海外から投資

を受けるスタートアップにとって通貨下落は大

きな痛手だ。

UAEの調査会社MAGNiTT の CEO は 2024

年 1 月の報告で，エジプトのスタートアップが

経済不況を乗り越えるうえで，コストの相対的

な安さと，エジプトの豊富な IT 人材を活かし

た技術開発を行い，国外にビジネスを展開し外

貨収益を得ることが重要だと述べた。特に，ア

ラビア語圏を共通言語とし，購買力が高く市場

としても有望，さらに投資家へのアクセスも期

待できる湾岸諸国への進出は，エジプトのス

タートアップにとって有力な選択肢だと指摘し

ている22)。2019 年にエジプト初のユニコーン

であるライドシェアの SWVL がドバイに拠点

を移したように，かつてエジプトスタートアッ

プの目指す先は UAE が主流だったが，近年は

その市場規模からサウジアラビアへの進出を指

向する企業が多い。E コマースの Taager や

SIDEUP，アラビア語AI 開発の Intella などが

サウジアラビアへの本社移転を発表している。

以上見てきたように，エジプトのエコシステ

ムは湾岸諸国と密接なつながりを持つが，近

年，サブサハラ・アフリカとの連携の動きが出

てきている。2024 年 5 月に開催された中東・

アフリカ最大級の起業支援イベント Riseup

Summit でも，これまで湾岸諸国への進出を志

向していたエジプトのスタートアップが，湾岸

諸国での資金調達や収益を基にしつつ，より市

場が大きく，同様の社会課題を抱えるサブサハ

ラ・アフリカを目指す動きが増えていると言及

された。
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Ⅴ ナイジェリア：課題多き「アフリカの

巨人」にスタートアップがもたらす社会

変革

ナイジェリアは人口約 2億 2,700 万人でアフ

リカ随一の巨大市場23) だ。2050 年前半には人

口は 4億人を超えると予測される（IMF, 2024）。

経済の中心であるラゴスは西アフリカ最大のス

タートアップ・エコシステムを形成している。

2023 年のスタートアップ投資総額は 4 億

6,900 万ドルと南アフリカに次いで 2 位だっ

た。投資件数別では，ナイジェリアが最も多い

111 件，次いで南アフリカ 83 件，ケニア 63 件

を記録した（Partech, 2024）。

一方で，マクロ経済状況は厳しい。要因は法

定通貨の下落や消費者物価指数（CPI）の増大

だ。2023 年 5 月発足のボラ・ティヌブ政権は

ガソリン補助金の廃止や中央銀行による外国為

替市場の変動為替相場性への移行，複数の為替

レートの統一に踏み切り，外貨需要や市場の透

明性の改善を図ったが，通貨の弱体化を招く結

果となった。石油生産量の減少や原油価格の変

動も外貨収入とインフレ圧力を増大させた。

2024 年 4 月の CPI は前年同月比 33.7％と高止

まりし，食料品価格の高騰や消費者の購買力の

減少をもたらしている。

ナイジェリアのスタートアップ・エコシステ

ムの特徴として，人口規模が創業初期のスター

トアップのスケールアップに有利に働く点があ

げられる。人口の多寡は製品やサービスの広範

な顧客基盤を示し，多様な消費者から製品開発

のフィードバックを得ることが容易になる24)。

製品の実験場としての魅力は高い。

一方で，ナイジェリアは人口増加に経済成長

が追い付かず，交通や物流，サプライチェーン

などのインフラ整備が後手に回り，不安定なマ

クロ経済状況が成長の妨げとなっている。こう

した状況下において，都市人口の増加とインフ

ラ不足を商機ととらえたスタートアップはプ

ラットフォーム企業として成長し，公的機関に

よる供給が追いつかない金融インフラや社会イ

ンフラを補完する役割を果たす。

その中でも，フィンテックは他業種スタート

アップのインフラとして機能しており，新産業

の創出に寄与しているとVCの関係者は指摘す

る25)。分野別の投資割合においてフィンテッ

ク以外に E コマースやヘルステック等の割合

も増加傾向にある（Partech, 2024）。例えば，

Sabi は中小企業や個人事業主への融資や在庫

管理を提供するサプライチェーンに特化したス

タートアップだ。小規模事業者の多くはイン

フォーマルセクターであり，金融アクセスの欠

如，在庫管理や物流の非効率性が顕著だ。金利

上昇も影響し融資を受けることも難しく，小規

模小売事業者と製造業者らとの取引における信

頼関係醸成が難しい。同社は金融や物流の可視

化を実現し，スタートアップが当事者間の信頼

を生む基盤を提供している。フィンテックが

「お金の通り道」を作り，物流や Eコマースの

勃興を促しているといえる。

さらに，ナイジェリア発スタートアップが他

国へ展開を目指す事例が増えている。ラゴス拠

点の複数のVC関係者らは，ナイジェリアの創

業者らは通貨価値の低減に伴う企業価値や売上

高のドル建の評価額が棄損されるカントリーリ

スクを考えたとき，創業当初は地場での成長に

集中をするものの，もともと他国展開への意欲

が強いという26)。例えば，自動車金融を提供

するMoove はナイジェリアやガーナ，南アフ

リカなどで主に配車アプリの運転手に対して新
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車供給を行う。2024 年 2 月にはインドの VC

から 10 万ドルの融資を受け27)，インドへの

サービス展開を目指す考えだ。同社はすでに英

国や UAE に進出しており，ナイジェリア発ス

タートアップが欧州や中東，アジアへ展開する

事例も生まれたといえる。

ナイジェリアも他アフリカ諸国同様にマクロ

経済状況の悪化から投資における課題は山積

だ。一方で，国内のスタートアップらにとって

巨大市場を武器に地場でのスケールアップがで

きる環境がある。ナイジェリアでプラット

フォーマーになることはアフリカ最大の市場を

制することになるからだ。Moove の創業者で

あるラディ・デラノ氏は日本経済新聞へのイン

タビューでグローバルサウスに山積する課題

は，サウスだけでなくノースにも共通すると指

摘する28)。ナイジェリアという巨大市場での

競争を勝ち抜いたスタートアップの持つアイ

ディアやノウハウはやがてアフリカや世界を巻

き込んだビジネスを展開していく可能性もあ

る。

まとめ

世界的な投資の落ち込みが 2022 年半ばから

顕著になり，2023 年からその流れは鮮明に

なってきた29)。それに加えて，外貨不足，通

貨安，あがり続けるインフレーションにより，

ナイジェリアでは，グラクソスミスクラインな

ど外資製造業の撤退があるように，現地生産活

動には厳しい環境下にある。その一方で，ナイ

ジェリアの財閥のダンゴテは，シングルユニッ

トとしては世界最大級の製油所を建設，運用を

開始。中国企業との合弁でトラック生産を開始

するなど，積極的な投資を行っている。また，

ナイジェリアでも多くのインド人コミュニティ

を抱えているインドのジャイジャンガル外相

は，ナイジェリア訪問の際に「アフリカの台頭

にかけている」と述べている30)。

Ventures Platform（ベンチャーキャピタル）

パートナーのDotun Olowoporoku 氏は，「短期

的なマクロの変動ではなく，アフリカのスター

トアップへの投資 は中長期的に相互に価値を

創り出すという目線が必要」だという。

アフリカが注目されている理由の一つは，間

違いなく，その人口成長である。ナイジェリア

においては，将来も見据えて，欧米，中国，イ

ンド，韓国，中東，アジア諸国が注目して活動

しているのが見える。当然，日本もその一つで

ある。ジェトロの現地市場参入支援スキームの

一つ「アフリカビジネスデスク」の利用企業

は，2023 年度は，ナイジェリアだけで 100 件

を上回った。また，スタートアップをはじめと

した現地と日本企業との協業連携を支援するス

キーム「J-bridge」を通じて，ナイジェリアの

スタートアップや VC，アクセラレーターを日

本に招聘し，80 件の日本企業との商談を行っ

ている（写真1）。

アフリカを横断的に見た，日本企業とアフリ

カのスタートアップとの協業事例は，「CFAO

Motors（豊田通商）：配車サービスのドライ

バー向けにファイナンス事業を行う Moove

（ナイジェリア）と協働しスズキ社の車両販

売」，「武蔵精密工業：ケニアで EV製造を行う

ARC Ride に資本参画し，電動二輪車・三輪車

部品における共同開発」，「伊藤忠商事：

KOKO Network 社が事業を通じて創出する

カーボンクレジットを長期オフテイク及び共同

販売」，「サイサン：ルワンダで飲料水販売を展

開する Jibu と JV を設立し，ルワンダにて LP
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ガスを販売」，「久光製薬：ナイジェリアで現地

薬局へ EC 卸 Drugstoc をパートナーにサロン

パスの配荷」などが一例として挙げられる31)。

例えば，久光製薬が組んだ，医薬品卸のスター

トアップ Drugstoc は 4000 以上の国内薬局・

医療機関とつながり，最適な在庫管理も行える

という。同社と組むことで B2B2C による消費

者へのアプローチが容易となったという。ま

た，ナイジェリアでの医薬品販売には，食料医

薬品管理局（NAFDAC）の認証取得が必要な

なか，その取得支援も得られたという32)（写真

2）。

各論で触れたように，アフリカ各国もそれぞ

れのエコシステムに特徴がある。エジプトは，

アラビア語から中東とのつながりが強い文脈を

理解することは，エジプト参入を考えるうえで

留意すべきことであろう。ケニアには，イノ

ベーションの実験場であるが，出資を長期目線

で考える場合，利益も考えるという示唆が供さ

れた。南アフリカは，自国の高等教育の高さか

ら高度人材を輩出し，スタートアップのエグ

ジットが高いという特徴もある。ナイジェリア

は，圧倒的な人口の多さもあり，ナイジェリア

を制する者はアフリカのプラットフォーマーに

なりえるポテンシャルを秘めているといえる。

アフリカは厳しいビジネス環境下にあり，決し

て簡単な市場ではないが，ジェトロは 9か所事

務所を配置している。是非，ジェトロもご活用

願いたい。

最後に今回の寄稿は，Ⅱ．南アフリカはヨハ

ネスブルク事務所の藤原雅樹次長とルアン・ボ

サ所員，Ⅲ．ケニアはナイロビ事務所の中川翼

所員，Ⅳ．エジプトはカイロ事務所の塩川裕子

所員，Ⅴ．ナイジェリアは，ラゴス事務所の柴

田北斗所員，要旨・Ⅰ．アフリカにおけるス

タートアップ・まとめは奥貴史が担当した。執

筆にあたり，成田葵さんにはスタートアップの

アドバイスをいただいた，ほかにもインタ

ビューに応じていただき本文でも言及した方々

にこの場を借りてお礼を申し上げる。
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